
 芦屋市 法適用申請に対する処分個票 

ID: 1664   

担当部署: 都市政策部 都市戦略室 建築住宅課  

処分の概要 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
建築物の耐震改修の促進に関する法律 第25条第2項 

法 令 番 号 平成7年法律第123号 

【根拠条文】 

 (区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定) 

第25条 耐震診断が行われた区分所有建築物(2以上の区分所有者(建物の区分所有等に関す

る法律(昭和37年法律第69号)第2条第2項に規定する区分所有者をいう。以下同じ。)が存す

る建築物をいう。以下同じ。)の管理者等(同法第25条第1項の規定により選任された管理者

(管理者がないときは、同法第34条の規定による集会において指定された区分所有者)又は

同法第49条第1項の規定により置かれた理事をいう。)は、国土交通省令で定めるところによ

り、所管行政庁に対し、当該区分所有建築物について耐震改修を行う必要がある旨の認定を

申請することができる。 

2 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る区分所有建築物が地震

に対する安全上耐震関係規定に準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合してい

ないと認めるときは、その旨の認定をすることができる。 

3 前項の認定を受けた区分所有建築物(以下「要耐震改修認定建築物」という。)の耐震改修

が建物の区分所有等に関する法律第17条第1項に規定する共用部分の変更に該当する場合

における同項の規定の適用については、同項中「区分所有者及び議決権の各4分の3以上の多

数による集会の決議」とあるのは「集会の決議」とし、同項ただし書の規定は、適用しない。 

 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

 

標準処理期間 60日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 平成28年4月1日 最終変更年月日 令和5年4月1日 

 


